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総　　則
目　　的
この規則は、会社の秩序を維持し、業務の円滑な運営を期すため、正社員の就業に関する労働条件及び服務規律を定めたものである。
この規則及びこれに付属する諸規程等に定めのない事項については、労働基準法その他の法令の定めるところによる。

定　　義
1. この規則で正社員とは、雇用期間を定めずに所定の手続きにより会社に正規に採用された者をいう。
[bookmark: _Hlk529974416][bookmark: _Hlk508423349]この規則で社員とは、ここで定める正社員、及び無期雇用従業員就業規則で定める無期雇用従業員、有期雇用従業員就業規則で定める有期雇用従業員を含め、会社に採用されたすべての者をいう。

規則遵守の義務
1. 会社及び正社員は、この規則及びこの規則の付属規程を遵守し、相互に協力して円滑な事業の運営に努めなければならない。

採用及び異動
採用時の提出書類
1. 正社員として採用の内定を受けた者は、会社の求めに応じて、履歴書、誓約書、成績証明書、卒業見込証明書等の書類を提出しなければならない。
[bookmark: _Ref270087152]新たに採用が予定された者は、以下の書類を初出社の日までに会社に提出する必要がある。万が一、初出社の日までに提出できない書類がある場合は、あらかじめ会社に連絡し、提出予定日を報告し、会社の許可を得る必要がある。但し会社が特に必要が無いと認めた場合は、その一部を省略することができる。
1. 住民票記載事項証明書	Comment by 加藤智則: 戸籍謄本や住民票は、国籍や本籍が記載されているおり差別的取扱いにつながる可能性があるため、住民票記載事項証明書を提出してもらう
身元保証書	Comment by 加藤智則: サンプルあり
誓約書	Comment by 加藤智則: サンプルあり
給与所得者の扶養控除申告書及び扶養家族申請書
年金手帳
雇用保険被保険者証
職歴のある者については、源泉徴収票
給与振込口座申請書
個人番号カード、通知カード又は個人番号が記載された住民票の写し若しくは住民票記載事項証明書（⑨については、提示又は送付でも可とする。個人番号カード又は通知カードの提示の場合は原本の提示、送付の場合は写しの送付による。）	Comment by 加藤智則: ここと同条第4項は、マイナンバーの関係で入れておくべき
その他会社が必要と認めたもの
第2項の提出書類の記載内容に変更を生じたときは、速やかに書面でこれを届け出　なければならない。
第2項第9号で取得する個人番号の利用目的は次のとおりとする。
①　給与所得の源泉徴収票作成事務
②　健康保険・厚生年金保険届出事務
③　雇用保険届出事務
④　その他法令により定められた業務
会社は採用を決定したときは採用内定通知を書面、又は口頭により通知する。但し、下記事項に該当するときは、会社は採用を取消すことができる。
1. 誓約書、その他会社が必要とした書類を提出しないとき
採用予定日までに卒業できないとき、又は所定の免許・資格を取得できないとき
健康診断の結果又は心身の病気その他健康上の理由により、勤務が困難であると認めたとき
履歴書に虚偽の記載があったとき、本条第2項「採用時の提出書類」の記載事項面接時のその他の申告事項が事実と相違があったとき、又は採用選考時に不実の陳述があったときで正社員として不適格と判断したとき
内定後に犯罪行為があり正社員としての適格性が認められないとき
反社会的組織に所属し、又は関係していることが発覚したとき	Comment by 加藤智則: コンプライアンスの問題で最近はこの文言を入れるようになっている。
新規採用を取消すべき経営上の理由があったとき
その他上記に準ずるやむを得ない事由があるとき
採用内定通知により指定した初出社の日の出勤時刻までに無断で出勤しなかったと　きは、採用を希望しなかったものとみなし、採用内定通知は無効とする。

労働条件の明示
1. 会社は正社員の採用に際しては、採用時の賃金、労働及び休憩時間、休日、休暇、退職に関する事項、その他の労働条件が明らかとなる書面（労働契約書等）を交付するとともに、この就業規則を周知させることにより労働条件を明示するものとする。

身元保証人	Comment by 加藤智則: 損害賠償請求が全額出来る訳ではないが、抑止効果という意味合いでも正社員なら身元保証人を立ててもらうべき。社員がメンタルヘルス疾患にかかったときの仲介役も期待できる。
1. 身元保証人 は、原則として同県又は近隣県内に居住し、独立の生計を営み保証の能力を有する成年者（父母兄弟又はこれに代わる近親者）で、会社が適当と認めた者とする。なお、当社の社員（パートタイマー等を含むすべての者をいう）は、身元保証人になれないものとする。
前項に該当する者がいないときは会社が身元保証人にふさわしいと認めた者を身元保証人とすることができる。
身元保証の期間は、５年間とする。なお、会社が特に必要と認めた場合、その身元保証の期間の更新を求めることがある。その場合、正社員は身元保証人の承諾を得るようにしなければならない。	Comment by 加藤智則: 身元保証の期間は最長5年。自動更新規定は無効のため、更新する場合は、再度身元保証書を提出してもらう。
会社は正社員に業務上不適任又は不誠実な行為がある場合等は身元保証人に通知するものとする。
正社員が再三の督促にもかかわらず身元保証書を提出しない場合には、採用内定を取消し、本採用を拒否することがある。

試用期間
1. 新たに採用した者については、本人の業務遂行能力、業務に対する意欲、勤務態度、協調性、勤怠、健康状態等正社員としての適格性を判断するため、採用の日から3ヶ月間を試用期間とする。但し、会社が適当と認めるときは、この期間を短縮し、又は設けないことがある。	Comment by 加藤智則: 3～6ヶ月が一般的。最長1年という見解もあるが、1年はちょっと長い。1年としたいならまずは1年間の契約社員とするのもひとつの案。
試用期間中に本採用とすることの適否を判断できないときは、前項に定める試用期間を延長することがある。但し、延長期間は3ヶ月を超えないものとする。	Comment by 加藤智則: 再延長まで。再々延長はもめた場合、無効と判断される場合がある。
試用期間は、勤続年数に通算する。

試用期間中の解雇、本採用拒否
1. 試用期間中、又は試用期間満了時に第40条解雇の規定のほか下記事項に該当するときは、解雇、もしくは本採用拒否とする。	Comment by 加藤智則: 通常の解雇よりは、やや広く認められるため、事由は多く列挙する。ただし、試用期間中だからといって単に態度が気に入らない、などと言った理由での解雇（本採用拒否）は駄目。また、14日を過ぎると解雇予告の問題も生じてくる。
1. 所要の能力、又は技能に欠けると認めるとき
1. 会社の求める業務遂行能力に足りず、又は業務能率が低く改善も見込めないと認めるとき
1. 第4条第2項の提出書類を提出しないとき、又は提出書類の記載事項に誤りがあったとき
勤務態度が悪いとき、又は成績向上の見込みが薄いとき
上司の命に従わないとき、又は業務命令に従わないとき
他の正社員との協調性に欠けるとき
無断欠勤があったとき、又は欠勤が多いとき
遅刻、又は早退がしばしばあるとき
安全な作業に欠けるとき
身体又は精神の健康状態が悪いとき
正社員としての適格性に欠けるとき
懲戒事由に該当する行為をしたとき
就業規則を遵守しないとき
会社の正社員としてふさわしくないと認められるとき
その他前各号に準ずるやむを得ない事由があるとき

人事異動
1. 会社は業務上の必要がある場合、配置転換、転勤、職種変更、応援、派遣、もしくは関連会社等への出向又は転籍を命ずることがある。	Comment by 加藤智則: 出向までは、就業規則で定めることで通常は会社命令として発令可能。
本人に拒否権はない。
（その命令が合理的であれば）
前項の命令を受けた正社員は、正当な理由なくこれを拒むことはできない。
会社は、特別な技能を有する職種で採用された者についても職種変更を命じることがある。
但し第2項の規定にかかわらず、転籍を命ずる場合には原則として本人の同意を得るものとする。
会社は出向又は転籍を命ずるに際し、その出向・転籍先での労働条件等については本人の意向を聞き、個別に定めるものとする。
会社は、勤務成績が悪い等職務不適格の事由がある正社員に対し、業務上の必要性を勘案して、その役職、職位を降格又は解任することがある。

第1条 出向中の労働条件
1. 出向中の賃金は、出向元が支払うものとする。
原則として出向中の労働条件については、出向先の就業規則を適用する。
身分関係（退職・解雇・定年）、休職、休暇（年次有給休暇を含む）、懲戒に関する事項については、出向元の就業規則を適用する。

服務規律
服務の原則
1. 社員は、所属長の指示命令を誠実に守り、互いに協力して職務を遂行するとともに、職場の秩序の保持に努めなければならない。
所属長は、部下の指導に努めるとともに率先して職務の遂行にあたらなければならない。

[bookmark: _Hlk486816483]遵守事項
1. 正社員は次の事項を特に遵守しなければならない。
1. 勤務中は職務に専念し、自らの仕事は、責任をもって遂行すること。またみだりに職務の場所を離れないこと
1. 就業時間外においても酒酔い運転又は酒気帯び運転を行わないこと
職場を常に整理整頓し、清潔を保ち、盗難・火災の防止に努める等安全衛生に関する事項を守り、事故防止に努めること
就業時間中又は事業場内において、政治活動及び宗教活動、ビジネスへの勧誘、物品の販売等等業務に関係ない活動をしないこと。就業時間外及び事業場外においても、正社員の地位を利用して他の社員又は取引先に対しそのような活動をしないこと
業務上、個人情報を取り扱う際には、在職中又は退職後においても個人情報を利用目的を超えて取扱い、正当な理由なく開示、漏えいし、又は不正に入手してはならない
職務上知り得た会社の業務の方針、重要事項等の社内機密を外部の人に話したり、関係する書類を見せたりしないこと。また会社の不利益となる事項を他に漏らさないこと（家族に何気なくしゃべってしまい情報が漏れることが多い。家族であっても絶対に漏らしてはならない）	Comment by 加藤智則: 情報が漏れる元は、家族からが一番多い。ふと、妻（夫）にしゃべってしまうケースが怖い
会社の内外を問わず、在職中又は退職後においても企業内の秘密を順守し、会社の業務で取り扱う財務、人事、組織等に関する情報、技術上の情報、営業上の情報、顧客情報、ノウハウ、その他会社業績に影響を及ぼしうる一切の情報で公表されていないもの（企業秘密）を業務外の目的で利用し、他に開示、漏えい、提供しないこと、また、社外にも持ち出さないこと。自社若しくは他社の企業秘密を不正に入手してはならない。
この規則、労働契約、会社の命令及び通知事項を遵守し、誠実に実行すること
また、所属長等上司に反抗したり、その業務上の指示及び計画を無視しないこと
顧客、取引先及び他の社員の顰蹙を買うような服装、行動等はしないこと
7 「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（平成２５年５月３１日法律第２７号、以下「番号利用法」という。）に基づき、会社の個人番号の提供の求め及び本人確認に協力しなければならない。
会社の設備、機械、器具、物品、製品、書類等を大切に取り扱い、許可なく私用に供さないこと
ブログ、ＳＮＳ、掲示板等に会社、関係取引先の情報、顧客の情報、社員の情報及び会社の不利益となり得る事項を第三者に開示漏えい、提供しないこと
会社の内外を問わず、会社の名誉を害し、又は信用を傷つけ、若しくは同僚や上司その他の社員を誹謗・中傷する等会社の人間関係に悪影響を与えないこと
業務を妨害し、あるいは他の社員に会社の方針に従わないように強要するような行為や勤労意欲を妨げるような行為、又は所属長の命令に従わない行為をしてはならない。
職務に関連して、自己のために取り引きしたり、リベート、謝礼その他のいかなる名目をもってしても、贈与等の利益を受けないこと
無断欠勤、遅刻、及び早退をしないこと　
事前に許可を受けることなく他の職に就かないこと
常に自己の健康に留意し、体の自己管理に気を配ること
その他正社員としてふさわしくない行為をしないこと

第2条 自動車（自動二輪を含む）通勤	Comment by 加藤智則: ここでは、原則禁止。許可があった場合に可能としているが、完全禁止なら、
マイカー（自動二輪を含む）通勤は禁止とする。
だけ記載。
1. マイカー（自動二輪を含む）通勤は原則禁止とする。
1. 但し、会社はマイカー通勤を希望する者の事情を勘案し、マイカー通勤を認める場合がある。その際は、会社に申請し事前に許可を受けなければならない。
1. 前項の申請をする者は、次の書類を添付しなければならない。
①	運転免許証の写し
②	任意自動車保険の写し
③	自動車検査証の写し
1. 前項②の任意自動車保険に関しては、次の条件で加入していなければならない。
①	対人賠償　　無制限
②	対物賠償額　2,000万円以上
③	搭乗者傷害　1,000万円以上
1. 会社は運転者のマイカー通勤途上で発生した事故については一切責任を負わない。損害に関しては運転者が加入する自賠責保険及び任意保険を適用する。またマイカーの車両の損害についても一切責任を負わない。

[bookmark: _Hlk486816548][bookmark: _Hlk489021814]パソコン等の使用
1. 会社が所有するパソコン及び携帯電話等の情報機器（ソフトウェア及び周辺機器を含む）の使用において、業務に関連しないウェブ情報閲覧及び電子メール送受信してはならない。また会社が所有する携帯電話で私用通話をしてはならない。
1. 正社員は、就業時間中に会社の許可なく、個人の携帯電話を私的に利用してはならない。
1. 電子メール等を利用し、会社及び社員及び顧客を誹謗・中傷してはならない。
1. [bookmark: _Hlk529974588]インターネットにて業務に関係のないＷＥＢサイトを閲覧しないこと。また業務内外を問わず、会社で公認していないＷＥＢ掲示場およびブログ、Twitter等へ、会社および取引先の社名および個人名、利用者名等が特定できる形での書き込みを行わないこと
1. 会社のパソコンやサーバーにある情報を外部（第三者）に漏らしてはならない。
1. 外部からの電子メールを受信する場合は、コンピュータウィルス感染に十分留意するものとし、不明なファイルが添付されている電子メールは不用意に開封せずにシステム管理者に報告したうえで処置するものとする
1. 会社は、必要に応じて、本人の了解を得ずに、パソコン等のウェブ情報の閲覧・検索履歴、パソコン等に蓄積されたデータを閲覧・監視することができる。
1. [bookmark: _Hlk529974626]会社は必要に応じてその理由を明示した上で、会社のアドレスに限らず、会社が貸与した携帯電話、パソコン、サーバー、その他の情報関連機器を利用する全ての電子メールの内容、および相手先の検査を行うことがある。例外として必要性がある場合は、正社員の同意なく、会社のアドレスに限らず、会社が貸与した携帯電話、パソコン、サーバー、その他の情報関連機器を利用する全ての電子メールの内容、および相手先の検査を行うことがある。いずれの場合も、正社員はこれに応じなくてはならない。

報告等について
1. 指示・依頼があった事項については、関連して派生する事項及び問題等を含めてその結果又はすぐに結果が出ない場合は、途中経過等について報告・連絡・相談をすること。また、緊急性・重要性・必要性がある事項が発生した場合には、自らタイムリーに報告・連絡・相談をすること。
2. 前項の報告・連絡・相談に加えて、挨拶、合図、掛け声、丁寧なお願いを心がけ、上司・部下・同僚との円滑な意思の疎通を図ること。
3. 業務に関し虚無の報告を行わないこと。また、従業員自身の関与の有無を問わず、トラブル等を絶対に隠蔽しないこと。

競業行為の禁止	Comment by 加藤智則: 実際は、自由競争、職業選択の自由の精神により、競業行為を禁止させること（または損害賠償請求など）は難しいが、この規定があることにより抑止効果は期待できる
1. 正社員は、書面による会社の承諾無しに業務上知りえた会社の機密事項を利用して、会社の競業を直接間接に営んではならない。退職後も1年間は同様とする。
1. 前項に違反し会社に損害を与えた場合は、損害賠償請求をすることがある。
1. 第１項に違反した場合は、不正競争防止法上の措置をとることがある。
1. 正社員は在職中に許可なく他の会社の役員若しくは社員となり、あるいは密かに営利を目的とする業務を行い、又は会社の利益に反するような業務に従事してはならない。

ハラスメントの防止	Comment by 加藤智則: ハラスメントを放置し問題になった場合は、会社の責任を問われるので注意が必要。
1. 職場又は業務に関連する場所において、ハラスメントに該当するか、又は該当すると疑われるような行為をしないこと。ハラスメントとは次の４つを指す。
1. セクシュアル･ハラスメント
性的な言動に対する社員の対応に対して不利益を行う行為、又は性的な言動により職場の就業環境を害する行為。具体的には次に掲げるような行為。
(1) 性的な冗談や性的な噂をすること。
(2) 性的な表現で人格を傷つけ又は品位を汚すような言葉遣いをすること。
(3) 性的な関心の表現を業務遂行の言動に混同させること。
(4) 相手が返答に窮するような性的なからかい等をすること
(5) 社員の服装、身体又は外見に関して性的な批評をすること。
(6) 相手が固辞しているのに、社員をしつこくデート等に誘うこと。
(7) ヌード掲載の雑誌やヌード写真やポスター等の性的な写真及び絵画を見ることの強要や配布又は掲示等をすること。
(8) 社員をじっと見つめること。
(9) 社員を職場内外でつきまとったり、執拗な誘いを行うこと。
(10) 社員に対して性的な関係を要求すること。
(11) 社員の衣服又は身体をむやみに触ること。
(12) 頼まれてもいないのに首や肩のマッサージ等をすること。
(13) その他相手の望まない前各号に準ずる行為をすること。
パワー･ハラスメント	Comment by 加藤智則: パワハラで万が一、社員が自殺してしまった場合、会社がそれを放置していた、対策をしていなかったと追及され、莫大な金額の損害賠償請求訴訟が会社に向け提起される可能性がある。
職権を背景にして、業務の適正な範疇を超えて継続的に人格と尊厳を侵害する言動を行うことにより、社員の働く環境を悪化させ又は雇用不安を与える次に掲げるような行為。
(1) 机や壁を叩いたり、書類を投げつけたり等して脅す。
(2) 他の社員がいる前で怒鳴る。
(3) 部下からの相談等を恣意的に拒絶する。
(4) 人格や尊厳を否定するような発言を繰り返す。
(5) 会社の方針とは無関係に、自分のやり方や考え方を部下に強要する。
(6) 部下に責任をなすりつける。
(7) サービス残業を強要したり、休みを与えない。
(8) 転勤や退職を強要したり、解雇をちらつかせたりする。
(9) 業務上必要な情報や助言等を与えない
(10) 部下に仕事を与えない。
(11) 部下を無視する。
(12) 部下の仕事を妨害する。
(13) その他前各号に準ずる行為をすること。
マタニティハラスメント
部下や同僚による妊娠・出産、育児・介護に関する制度や措置の利用を阻害したり、利用したことによる嫌がらせ等、精神的・身体的な苦痛を与えたり、就業環境を害するような行為。
[bookmark: _Hlk486816680]ハラスメント	Comment by 加藤智則: 最近はこの他にもさまざまなハラスメントが叫ばれてるので、包括規定を置いている。
[bookmark: _Hlk486816732]前3号に規定する言動その他これに類する言動
ハラスメントを受けた場合は、管理部にある相談窓口に相談すること。
ハラスメントに当たる行為を行った正社員は第45条に定める懲戒処分の対象とする。

勤　　務
労働時間・休憩及び休日
[bookmark: _Ref272311028]労働時間、休憩時間
（労働時間及び休憩時間）
1. 所定労働時間は、毎月1日を起算日とした１ヶ月単位の変形労働時間とし、変形期間を平均し1週間（月曜日から日曜日。以下同じ）当たり40時間を超えないものとする。始業・終業の時刻及び休憩時間は次のとおりとする。	Comment by 加藤智則: この変形労働制を適用していないと、労働日と休日の振替を行った際に、その週の労働が時間外労働になって割増賃金が必要になってしまう。
始業時刻　  9時00分
終業時刻　 18時00分
休憩時間　 11時30分から14時00分の間で1時間	Comment by 加藤智則: 明記できるなら、
12時～13時
などと固定で記載する。
業務の都合その他やむを得ない事情によりこれを繰り上げ、又は繰り下げることがある。また、休憩時間については、業務の都合により休憩を与える時間帯を変更することがある。

[bookmark: _Ref272310994]休　　日	Comment by 加藤智則: このように固定できれば良いが、飲食店などで固定出来ない場合は、
【休日は、1週間（日曜日から土曜日まで）において、少なくとも1日以上とし、各人ごとに別に定める勤務割表（シフト表）により、各1ヶ月が始まる前までに通知する】
と定めても良い。
1. 所定休日は次のとおりとする。
1 土曜日及び日曜日
2 国民の祝日（日曜日と重なった時は翌日）
3 年末年始（12月29日～1月3日）
4 その他会社が指定する日
所定休日のうち労働基準法第35条により4週のうち4日を法定休日とするものとし、その起算日は事業年度の最初の日曜日が含まれる週とする。

時間外及び休日労働	Comment by 加藤智則: 会社の命令があって始めて残業は発生するというのが大原則。しかし、実際は裁判などになれば明確な会社からの指示がなくてだらだら居残っていても「黙示の指示があった」として残業が認めれることが多いので、そうならないように注意が必要。
1. 業務の都合により、所定労働時間を超え、又は所定休日に労働させることがある。会社が15分単位で時間外労働を行わせるものとし、会社が命じた時間外労働を正当な理由なく拒否することはできない。
前項の時間外及び休日労働は所属長の指示された場合、あるいはやむを得ず時間外労働の必要性が生じた場合に正社員が事前に所属長に申請し承認された場合のみを対象とする。
時間外、休日及び深夜労働を行う者は、事前に会社所定の申請書で所属長に申請を行い所属長の承認を得なければならない。正社員が会社の許可を得ることなく業務を実施した場合は、当該業務に該当する部分の通常の賃金及び割増賃金は支払わない。	Comment by 加藤智則: 会社の認めていない残業、会社が指示していない残業については割増賃金は支払わないというのが大原則

振替休日と代休
1. 業務上の都合により必要がある場合は事前に予告して第19条の休日を他の休日に振り替えることがある。この場合、休日と当該休日を振り替えるべき日との間は、１ヶ月以内とし、会社が指定する。
前項の予告にもかかわらず、正当な理由なくその日に勤務しないときは、欠勤とする。
振替休日は、法定休日又は法定外休日を他の日に振り替えるため、振替前の休日に勤務しても通常の勤務と同様になり、休日労働に対する割増賃金の問題は発生しない。
定められた法定休日又は法定外休日に休日労働を行わせた後に、他の日に休みを与えることを代休という。この場合、代休を与えても休日労働をしたことが帳消しにされるものではないため、休日労働に対する割増賃金は発生する。

出退勤・遅刻及び早退
出勤・退勤
1. 正社員は、業務の開始及び終了に当たっては、その時刻を所定の方法で自ら記録しなければならない。
正社員は、事前準備を行うことを心がけ、始業時刻には直ちに業務に着手できるようにしなければならない。また終業時刻までは業務を行い、終業時刻前に帰り支度や業務から離れるようなことはしてはならない。	Comment by 加藤智則: 業務の後片付けと帰り支度は別物。帰り支度はタイムカードを押した後に行わせるべき

遅刻・早退
1. 正社員が遅刻又は早退する場合は、会社所定の用紙にて予め所属長に届け出なければならない。
交通事情等によりやむを得ない場合は速やかに電話等で会社に連絡をし、出社後、会社所定の用紙にて届け出なければならない。

欠　　勤
1. [bookmark: _Ref272310923]正社員が傷病その他やむを得ない事由により欠勤する場合は、前日までにその理由、日数等を会社所定の用紙にて所属長に届け出なければならない。
前項の規定にかかわらず、傷病等のやむを得ない理由がある場合には、当日始業時刻前までに電話等で会社に連絡し、出社後、速やかに届け出をしなければならない。
傷病のために欠勤する場合、もしくは遅刻、早退を繰り返す場合は、会社は医師の診断書の提出を求めることがある。	Comment by 加藤智則: 5日以上欠勤の場合、などと日数は入れないほうが良い。4日欠勤後1日出勤してまた4日欠勤、と繰り返されたら永遠に診断書の提出を求めることができないため。またこのように規定しておけば、会社の裁量で診断書提出の有無を決められる。
前項の診断書の提出に際して、会社が診断書を作成した医師に対する面談による事情聴取を求めた場合、正社員はその実現に協力しなければならない。
第3項の診断書が提出された場合といえども、必要があれば正社員に対して会社の指定する医師への受診を求めることがある。会社は正社員が正当な理由なくこれを拒否した場合、第3項の診断書を欠勤を承認するか否かの判断材料として採用しないことがある。
正社員が第1項ら第3項の連絡及び届け出を怠った場合、あるいは会社が認めない場合は無断欠勤とする。

外　　出
1. 正社員が社用又はやむを得ない事由により外出する場合は、あらかじめ所属長に届け出なければならない。

事業所外勤務
事業所外勤務及び出張
1. 正社員が労働時間の全部又は一部について、外勤、出張、営業、渉外業務その他会社外で就業し、労働時間の算定が困難な場合は、所定労働時間労働したものとみなす。	Comment by 加藤智則: 出張時に移動時間が長くなっても、車を自分で運転しているのでなければその移動時間も含めて1日8時間なら8時間働いたものとみなすことができる。	Comment by 加藤智則: 営業マンも直行・直帰が多いようなら1日8時間なら8時間労働したものとみなすことができる。
前項の規定にかかわらず、労働時間の算定が困難な場合で会社と社員代表者の間で協定が結ばれた場合には、協定で結ばれた時間を労働したものとみなす。

休　　暇
年次有給休暇
1. 会社は、入社日を起算として6ヶ月間継続勤務し、所定労働日数の8割以上出勤した正社員に対して、10日の年次有給休暇を与える。
1年6ヶ月以上継続した正社員が前年の所定労働日数の8割以上出勤したときは、継続勤務6ヶ月を超えた日から１年を経過するごとに次の表のとおり、年次有給休暇を付与する。
	勤続年数
	6カ月
	1　年
6カ月
	2　年
6カ月
	3　年
6カ月
	4　年
6カ月
	5　年
6カ月
	6　年
6カ月以上

	付与日数
	10日
	11日
	12日
	14日
	16日
	18日
	20日



発生後1年以内に使用できなかった年次有給休暇は、翌年度に限り（時効2年間）繰り越されるものとする。年次有給休暇の取得に当たっては、当年度に付与された年次有給休暇から取得するものとする。	Comment by 加藤智則: 繰り越された分から取得する、と規定しても良い（会社にとっては当年度分から取得してもらった方が良い）
正社員は、年次有給休暇を取得しようとするときは、原則として休暇日の1週間前（取得しようとする年次有給休暇が所定休日を含め7日以上に及ぶ場合は、1ヶ月前）までに請求するものとする。但し会社は、事業の正常な運営を妨げると判断したときは、正社員の指定した時季を変更することがある。	Comment by 加藤智則: 前日までに申請があった有給休暇は認めるべき、との見解もあるが規定上1週間前としても良い。
会社は、社員代表との書面による協定により、各社員の有する年次有給休暇のうち5日を超える部分について、あらかじめ時季を指定して与えることができる。
正社員が急病等で当日やむを得ず年次有給休暇を取得する場合は、必ず始業時刻の15分前までに直属の上司へ連絡をしなければならない。この場合、会社は医師の診断書の提出を求めることがある。但しこうした取得が度重なる場合は、この年次有給休暇の取得を認めないことができる。	Comment by 加藤智則: 原則として1週間前までに請求することとあるが、体調不良であればその日の朝に請求されても認めるべき。
年次有給休暇の買取は実施しない。	Comment by 加藤智則: 買取は、義務ではない。安易に認めると前例を作ることになってしまう。
年次有給休暇は、1日単位で取得するものとする。	Comment by 加藤智則: 半日単位を認める場合は、その旨を規定。
1日8時間の会社なら
【年次有給休暇は、1日又は半日単位で取得するものとする。半日は4時間単位でカウントとする。】
時間単位での付与を認める場合は、別に規定する必要がある。中小企業では管理が大変。

産前産後の休暇	Comment by 加藤智則: 産前産後休暇は女性のみ。育児休業については、別途「育児・介護休業規程」を参照（こちらは男性も対象になる場合もある）
1. 会社は、6週間（多胎の場合は14週間）以内に出産する予定の女性正社員が請求した場合には、産前休暇を与える。
会社は、産後8週間を経過しない女性正社員を勤務させることはない。但し、産後6週間を経過した当該女性正社員が請求した場合は、医師が支障なしと認めた業務に就かせることがある。
産前産後の休暇期間中は、無給とする。但し、この期間は健康保険法の出産手当金の申請にて補うことができる。

[bookmark: _Hlk486819440]生理日の休暇
1. 生理日の就業が著しく困難な女性正社員から請求があった場合はその必要な日数の休暇を与える。
生理日の休暇期間中は、無給とする。

[bookmark: _Hlk486818997]特別休暇
1. 休日出勤が多いとき、非常時災害による時間外・休日労働があったとき、正社員に不時の出来事があったとき、災害･交通遮断等による出勤不能、その他会社が必要と認めたときは、必要な日数又は時間、特別休暇を与えることができる。	Comment by 加藤智則: ここで定める特別休暇は、大雪や震災による交通遮断時に近くに住む者は出勤してもらうが遠くに住む者は休みにさせる、という場合に不公平の声が上がらないように制度として規定
特別休暇（裁判員休暇を除く）は、有給とする。但し、その期間が3日以上にわたる場合は、無給とすることができる。
会社は、次の各号のいずれかに該当する正社員から請求があった場合、１日又は半日若しくは請求があった時間における労働を免除する（裁判員休暇等）。
①　裁判員候補者として通知を受け、裁判所に出頭するとき
②　裁判員として選任を受け、裁判審理に参加するとき
裁判員休暇等の付与時間及び日数は、裁判員候補者や裁判員として裁判所に出頭するために必要な時間及び日数とする。
裁判員候補者として裁判員等選任手続の期日に出頭したり、裁判員として職務に従事した際には、出社後遅滞なく、裁判所が発行する証明書等を提出しなければならない。
裁判員休暇等に対する賃金は支給しない。
正社員は次の事由に該当する場合は、慶弔休暇を取得することができる。	Comment by 加藤智則: 慶弔休暇は定めなくても（すべて個人の有給休暇を充てる）良い。定める場合は、日数などは実情に合わせて変更。
（種類）　　　　　　　（休暇の発生）　　　　　　　　（休暇日数）
[bookmark: _Hlk486819077]①　結婚休暇　　　　　　本人　　　　　　　　　　　　　5日
（入籍日の翌日を起算として1年以内に取得すること）
②　出産　　　　　　　　妻　　　　　　　　　　　　　　2日
③　葬祭休暇　　　　　　父母、配偶者、子の死亡　　　　5日
　　　　　　　　　　　　兄弟姉妹、孫、祖父母の死亡　　1日
慶弔休暇は有給とする。
慶弔休暇の日数には第19条に定める所定休日は日数に含め、振替は行わない。つまり、付与日数が1日の慶弔休暇で当日が日曜日等の所定休日であった場合等は、振替休日は発生せず、日曜日のみ休み（休暇）となる。
正社員は慶弔休暇を取得しようとする場合、会社に対し事前に申請し承認を得なければならない。但し、第7項第2号ないし第3号につき、やむを得ず事前に申請することが出来ない場合は事後速やかに申請し、承認を得ることとする。
正社員が前項の手続きを怠った場合は、原則として無断欠勤として扱う。

休　　職	Comment by 加藤智則: メンタルヘルス疾患がこれだけ多くなると、休職規定は設けず、欠勤継続（傷病手当金は申請）、その後自主退職か解雇。
としたほうがもめないと思う。
休職規定があれば、休職満了＝自然退職（解雇ではない）となるが、復職時にもめるケースが多い。
[bookmark: _Ref272311183]休　　職	Comment by 加藤智則: 休職規程を設ける場合は、休職規程のサンプルを参照。
第31条は、
休職に関しては、「休職規程」の定めによる
と変更。
1．当社は休職制度を設けないこととする。但し、正社員が希望し健康保険法の傷病手当金の申請を行う場合には、会社は協力するものとする。

定年・退職及び解雇
定　　年	Comment by 加藤智則: 定年を65歳にする義務はないが、65歳までは希望者全員を再雇用する義務がある。1年単位の契約は違法ではない。また給与水準や勤務日数は再契約となるため、自由に決定できる
1. [bookmark: _Hlk506460764]正社員の定年は、60歳とし、定年に達した日の属する直後の給与締切日をもって、退職とする。但し、本人が希望し、解雇事由又は退職事由に該当しない者については、期間を1年（原則）として再雇用するものとし、65歳の誕生日の属する直後の給与締切日まで同様とする。

退　　職
1. [bookmark: _GoBack]正社員が下記の各号の一に該当する場合はその日を退職の日とし、正社員としての身分を失う。
1. 死亡したとき
会社に届け出のない欠勤が所定の休日も含め連続して暦日30日に及んだとき（懲戒解雇による場合を除く。また本人と連絡が取れた場合又は正当な理由がある場合で会社がやむを得ないと認めたときは、退職を取り消す場合がある）	Comment by 加藤智則: この規定がないと、行方不明者を辞めさせるのが困難になる。
自己の都合により退職を願い出て、承認されたとき	Comment by 加藤智則: 退職願の場合は、会社が承認するまで、本人が退職を撤回することができる
本人が退職届を提出し、記載されている退職日が到来したとき	Comment by 加藤智則: ○○日をもって退職します、という内容の退職届は原則として撤回できない。
会社からの退職勧奨に本人が応じたとき	Comment by 加藤智則: 解雇したいと思っても、まずは退職を奨める（退職勧奨）。雇用保険上は解雇と同視されてしまうが、解雇予告（予告手当）の問題は発生せず、不当解雇の問題にもならない（会社からの働き掛けに本人が応じた、という形であるため）。ただし、拒否する者に執拗な勧奨を続けるのは違法。
会社の役員に就任したとき
関連会社に転籍したとき

退職手続
1. 正社員が自己の都合で退職する場合は、少なくとも2ヶ月前までに退職届を提出しなければならない。	Comment by 加藤智則: 2週間前までならOKなどと言う者もいるが、それは民法上の話。会社としては2ヶ月前に届け出してもらわないと引き継ぎができないようなら、2ヶ月前と明記しても問題ない（1ヶ月前でもOK）。ただし、守らない場合の制裁は退職金の減額くらいであって、損害賠償請求などは難しい。
1. 正社員は、前項による退職届の提出後、退職の日までは従前の業務に従事するとともに、所属長の指示に従い、必要事項の引継ぎを完全に行わなければならない。
退職の際は、図面、名簿その他会社所有の文書、CD-ROM、フロッピー等の記憶媒体及びそれらの写しを所持している場合には、秘密情報を含むか否かにかかわらず、これを会社に返還すること。また、健康保険証、名刺等会社から貸与（交付）されたものは必ず返却しなければならない（原則として退職日まで（会社が認めた場合は退職後3日以内に）。
引継ぎ業務を完了しない場合、貸与物等を返却しない場合は、懲戒に処することがある。

[bookmark: _Ref272308985]解　　雇	Comment by 加藤智則: 解雇は不当解雇として争いになる可能性もあり、解雇予告の問題もあるため。辞めてもらいたいときはなるべく退職勧奨で。どうしても無理な場合に日付を指定し、解雇する。不当解雇と言われないためにも注意した記録などは取っておく
1. 正社員が下記の各号の一に該当した場合は、解雇する。
1. 精神又は身体の障害により、業務に耐えられない、又は不完全な労務提供しか行えないと認められるとき
勤務態度が不良で注意しても改善しないとき
協調性を欠き、他の従業員の業務遂行に悪影響を及ぼすとき
能力不足、又は勤務成績不良で就業に適しないと認められたとき
経営簡素化、事業の縮小・転換、部門の閉鎖、職務の改廃、その他会社業務の都合により剰員を生じ、他に適当な配置箇所がなく、他の職務に転換させることが困難なとき
試用期間中又は試用期間終了時までに正社員として不適格であると認められたとき
組織不適応、非能率、労働意欲の欠如等、全社業務の円滑な遂行に支障をきたし、将来とも正社員としての責務を果たしえないと認めたとき
第3章に定めた服務規律等に違反した場合であって、その事案が重大なとき	Comment by 加藤智則: 服務規程で私生活の飲酒運転も禁じているため、その度合いによっては解雇できる規定になっている。しかし不当解雇で揉め裁判になってしまったら、どの程度なら解雇が有効かは、裁判官の判断による。
規律違反、職務怠慢等の理由で制裁を受けた後も、改善あるいは改悛のあとが見られないとき
11 正当な理由なく、会社の業務上重要な秘密（番号利用法上の特定個人情報ファイ
ルを含む）を外部に漏洩して会社に損害を与え、又は業務の正常な運営を阻害した
とき。
懲戒解雇の基準に該当したとき、もしくは懲戒解雇事由に該当するが、その程度が軽いとき
業務上の傷病により、療養の開始後3年を経過した日において傷病補償年金を受けているとき、又は同日後において傷病補償年金を受けることになったとき（会社が打切補償を支払ったときを含む）
天災事変その他これに準ずる事業の運営上のやむを得ない事情により、事業の継続が困難になったとき
その他、前各号に準ずる事情が生じ正社員として勤務させることが不適当と会社が認めたとき

解雇予告
1. 会社が前条により正社員を解雇する場合は、解雇する日の30日前に予告するか、あるいは平均賃金の30日分を支給し、即日解雇する。但し、下記の各号に該当する場合は、解雇の予告をせず、又は解雇予告手当を支給することなく解雇する。
1. 天災事変その他やむを得ない事由のため事業の継続が不可能な場合で行政官庁の認定を得たとき
正社員の側に重大な責めがあることにつき労働基準監督署長の認定を得たとき
試用期間中の者を雇入れ後14日以内に解雇するとき
前項の予告日数は、平均賃金の1日分を支払ったごとに、その日数分だけ短縮する。	Comment by 加藤智則: 例えば、15日前に予告をした場合は、15日分の予告手当が必要。

解雇の制限
1. 業務上の傷病による療養のため休業する期間及びその後30日間、ならびに産前産後の女性が休業する期間及びその後30日間は解雇しない。但し、業務上の傷病の場合において、療養開始後3年を経過しても傷病が治癒せず、打切補償を支給したとき及び労働者災害補償保険の傷病補償年金の支給を受けることができるときは、解雇することができる。

賞　　罰
[bookmark: _Hlk529894561]表　　彰
1. 社員が次に該当する行為をした場合は、表彰する。
1. 業務上有益な創意工夫、改善、開発等を行い、会社の運営に貢献した時
14 社会的功績があり、会社及び社員の名誉となった時
15 長年にわたり、会社業績に多大な貢献をした時
16 前各号に準ずる功労のあったとき
[bookmark: _Hlk529892805]
懲戒の種類
1. 懲戒の種類は次のとおりとする。
1. 懲戒解雇	Comment by 加藤智則: 懲戒解雇の意味は、退職金の減額（不支給）と他の社員への見せしめ。なので、中小企業で退職金制度もない場合は懲戒解雇にする必要はあまりない（本人が逆上して何かをすることを考えると得策ではない）。
18 諭旨解雇（諭旨退職）
19 降格及び降職
20 出勤停止
21 減給
22 厳重注意
23 注意
懲戒事由は、第43条による。
[bookmark: _Hlk529895104]
懲戒処分
1. 懲戒解雇は、予告期間を設けることなく即時に解雇する。ただし、労働基準法第20条第1項ただし書の定める解雇予告除外事由がある場合には、解雇予告手当を支給しない。
懲戒解雇相当の事由がある場合で本人に反省が認められるときは、解雇事由に関し本人に説諭して解雇することがある。状況によっては、諭旨退職とし退職届を提出するように勧告する（この場合、退職勧奨による退職ではなく自己都合による退職となる）。尚、勧告に応じない場合は懲戒解雇とする。
降格及び降職は、職位を解任もしくは引き下げ、職能資格制度上の資格・等級を引き下げることで、降格及び降職後の職務の賃金となることを含む。
出勤停止は、2週間以内の期限を定めて行う。出勤停止期間中は、その期間の賃金を支払わない。
減給は、1回の額が平均賃金の1日分の半額、総額が一賃金支払期における賃金総額の10分の1以内で行う。ただし、減給総額が当該賃金支払期間における賃金総額の10分の1を超える部分については、翌月以降の賃金を減ずる。
減給以上の処分を受けた者については、原則として当該処分直後の昇給を行わない。
厳重注意は、始末書を取り将来を戒める
注意は、口頭または書面にて注意、指導する。	Comment by 加藤智則: 始末書を書かない者もいるため、注意という制裁も設ける。書面で渡した注意書も必ずコピーを会社に取っておき、枚数がたまれば立派な証拠になる。
そうした積み重ねがあった後の解雇処分であれば有効性も高まる
情状酌量の余地があり、または正社員が自らの非違行為が発覚する前に会社に対し自主的に申し出る等改悛の情が明らかに認めらる場合は、懲戒を減軽し、または免除することがある。

調査
1. 懲戒事項について会社が調査する場合、本人または関係者に必要な期間、自宅待機(休業)を命じ若しくは出社を命ずることができる。
自宅待機(休業)期間中の賃金は平均賃金の100分の60とする。
正社員の行為が諭旨退職若しくは懲戒解雇事由に該当しまたはそのおそれがある場合、調査または審議決定するまでの間の出社拒否については、賃金を支給しない。
本人及び関係者は、会社が行う調査に協力しなければならない

懲戒処分の通知
1. [bookmark: _Ref272847294]懲戒処分は、書面により直接本人に通知する。
本人が出勤しないとき、又は居所が不明で本人に通知できないときは、会社へ届け済みの住所又は居所への送達、及び社内掲示をもって、通知したものとみなす。
第1項の規定にかかわらず、注意処分については口頭で行うことができる

懲戒事由
1. 懲戒の事由は次のとおりとする（注意、厳重注意、減給、出勤停止、降格及び降職）。
職務に専念しないとき、または業務命令に従わないとき
許可なく職場を離れたり、業務運営に支障をきたすなど勤務態度が不良なとき
許可なく職場を離れたとき
タイムカードの代打刻をするなど出退勤の記録を他の者に代わってを行った（以下「代打刻などを行為」）とき	Comment by 加藤智則: 会社のお金（給与）を不正に搾取する行為であるため、かなり重罪。
代打刻などの行為を黙認したとき又は代打刻などの行為が行われていることを会社に報告しなかったとき
酒気を帯びて就業したとき
会社の業務に関し虚偽の報告をしたとき
会社の業務を通じて自己の利益を得たとき若しくは得ようとしたとき、または他人に利益を得させたとき若しくは得させようとしたとき
許可なく他に雇用されたとき、または事業を行ったとき
許可なく職務以外の目的で会社の施設、物品等を使用したとき
許可なく会社の物品、資料、情報を持ち出したとき、または持ち出そうとしたとき
許可なく会社内でビラ等を配布し、または署名を求めたとき
同僚社員の物品等を持ち出したとき、または持ち出そうとしたとき
会社の企業秘密を業務外の目的で利用、開示、漏えいし、または不正に入手したとき、若しくはこれらの行為を行おうとしたとき
役員(監査役を含む)、社員(派遣社員を含む)、顧客その他関係者の個人情報を、利用目的を超えて取扱い、正当な理由なく開示、漏えい、又は不正に入手し本人の了解なく他に提供したとき、若しくは利用目的以外に利用したとき
遅刻が多いとき、または度々欠勤するとき
無断欠勤をしたとき
正当な理由なく会社が命じる時間外労働、休日労働、出張などの業務命令を拒んだとき
犯罪にあたる行為があったとき
刑事事件を起こしたとき
越権の行為を行ったとき
経費の不正な処理をしたとき
ハラスメントを行ったとき
業務上車両を使用する場合に交通法規違反を行ったとき。または禁止されている業務外での社有車使用をしたとき
会社との信頼関係を損ねる行為をしたとき、または会社の名誉、信頼等を損ねる行為をしたとき
就業規則を含む会社の諸規程に違反したとき
企業外非行行為により会社の名誉・信用を損ない、または会社に損害を及ぼした場合、その他企業外非行行為により企業秩序が乱されたとき
上記の幇助、教唆を行った場合、または他人の懲戒該当行為を認識したにもかかわらずこれを会社に隠ぺいもしくは報告しなかったとき
その他前各号に準ずる行為をしたとき
部下の上記行為について、管理上の責任が認められるとき
1. 懲戒の事由は次のとおりとする（諭旨解雇（諭旨退職）、懲戒解雇）。ただし、改悛の情が顕著に認められること、過去の勤務成績が良好であったこと等を勘案し、前項の処分にとどめることがある。
(1) 自己または第三者のために正社員としての地位を不正に利用し、会社に重大な損害を及ぼしたとき
入社時に最終学歴や職歴、保有資格等、重大な経歴を偽り、会社の判断を誤らしめたとき
職務を利用して自己または第三者のために他から金品の供与を受け、不正の利益を得たとき
他の社員、取引先もしくはその他会社関係者に傷害を負わせ精神的もしくは財産的な損害を被らせ、または職場の秩序もしくは風紀を著しく乱したとき
故意により会社の物品を損壊し、会社に重大な損害を与えたとき
業務上車両を使用する場合に、酒酔い運転または酒気帯び運転をしたとき
業務上車両を使用する場合に、交通法規違反行為をして、人を死亡させ、または重篤な障害を負わせたとき
会社の名誉もしくは信用を著しく毀損する行為をし、または会社に重大な損害を与えたとき
会社の許可なく在籍のまま競業を直接間接に営んだとき（同業他社または会社業務に関連する企業に雇入れられる等兼業した場合も含む）
重要な企業秘密を業務外の目的で利用、開示、漏えいし、または不正に入手し、会社の名誉もしくは信用を毀損し、または会社に損害を与えたとき
役員(監査役を含む)、社員(派遣社員を含む)、顧客その他関係者の個人情報（番号利用法上の特定個人情報ファイルを含む）を、利用目的を超えて取扱い、正当な理由なく開示、漏えい、又は不正に入手し本人の了解なく他に提供し、若しくは利用目的以外に利用するなどし、会社の名誉もしくは信用を毀損し、または会社に損害を与えたとき
会社の経営に関し真相を歪曲して宣伝流布を行い、もしくは会社に対して不当な誹謗中傷を行うことにより、会社の名誉もしくは信用を毀損し、または会社に損害を与えたとき
セクシャル・ハラスメントの禁止に違反し、暴行若しくは脅迫を用いてわいせつな行為をし、または職場における上司・部下等の関係に基づく影響力を用いることにより強いて性的関係を結び若しくはわいせつな行為をした場合、またはわいせつな言辞等を執拗に繰り返したことにより相手が強度の心的ストレスの重積による精神疾患に罹患したとき
パワー・ハラスメントの禁止に違反し、他の社員に対し、職権を背景として部下を抑圧したうえで暴行、脅迫若しくは名誉棄損行為をした場合、または他の社員に対する嫌がらせ行為などを執拗に繰り返したことにより相手が強度の心的ストレスの重積による精神疾患に罹患したとき
会社の諸規程（就業規則を含む）に違反し、会社の業務の運営に支障を生じさせ、会社に重大な損害を与えたとき
正当な理由なく、会社が命じる転勤、職種変更、出向を拒んだとき
会社の金銭または物品を窃取、搾取、または横領したとき
公務員等に贈賄行為を行ったとき
株券等に関して内部者取引（インサイダー取引）を行ったとき
その他業務上の指示または会社の諸規程（就業規則を含む）に著しく違反した場合で行為態様が悪質なとき
企業外非行行為により、会社の名誉・信用を著しく損ない、または会社に重大な損害を及ぼした場合、その他企業秩序が著しく乱された場合でその行為が態様が悪質なとき
上記の幇助、教唆を行った場合でその行為態様が悪質なとき
その他各前号に準ずる程度の不都合な行為があったとき懲戒の種類
[bookmark: _Hlk529893359]
懲戒委員会
1. 懲戒解雇又は諭旨解雇（諭旨退職）処分を行うときは、会社及び社員代表から組織する懲罰委員会の意見を徴するものとする。また、原則として該当正社員に対して事前に弁明の機会を与える。
会社は、懲罰委員会の意見を尊重するものとする。
懲罰委員会の構成は、その都度会社が定める。

損害賠償
1. 正社員は、その在職中に行った自己の責めに帰すべき行為によって会社に損害を与えた時は、損害賠償の責任を負う。ただし、これによって懲戒を免れるものではない。また、懲戒されることによって損害の賠償を免れることはできない。

賃　金　等
[bookmark: _Hlk529892716]賃　　金
1. 賃金に関しては、「賃金規程」の定めによる。

育児及び介護休業等
育児休業
1. 育児休業に関しては、「育児・介護休業等に関する規程」の定めによる。

介護休業
1. 介護休業に関しては、「育児・介護休業等に関する規程」の定めによる。

安全衛生及び災害補償、教育訓練
遵守義務
1. 正社員は安全衛生に関して、会社の指示に従い、会社の行う安全衛生に関する措置に協力しなければならない。

労働環境
1. 会社は換気、十分な照明その他正社員が職務を遂行するに適切な労働環境の整備に最善を尽くすものとする。
正社員は、事故の予防及び勤務環境の安全と整理の為に労働環境の整備に努めなければならない。

健康診断
1. 会社は正社員に対し採用時及び年1回（危険有害業務に従事する者、深夜業に従事する者については年2回）の定期健康診断を実施する。
1. [bookmark: _Ref272311522]健康診断は必ず全正社員がこれを受けなければならない。
1. 会社が実施した健康診断において、診断書（結果通知書）が正社員宛に配布された場合は、速やかに会社に提出しなければならない。	Comment by 加藤智則: プライバシーの問題を理由に提出を拒む者がいるが、把握する義務は会社にあるため、必ず一旦は提出してもらう。
1. 正社員が会社の行う健康診断の受診を正当な理由なくして拒否した場合は、会社はその正社員の労務の提供の受領を拒否することがあり、情状により懲戒処分を行うことがある。但し、業務の都合等特別の理由がある場合には、他の医師の健康診断を受け、その診断書を会社に提出することで本来の健康診断に代えることができる。
1. 正社員は、定期健康診断の結果、異常の所見がある場合は、医師による再検査を受診し、その結果を会社に報告しなければならない。
1. 正社員が正当な理由なく前項の再検査を受診しない場合、又はその結果を報告しない場合、会社はその正社員の労務提供の受領を拒否する場合がある。この期間については無給とする。なお、再検査の結果、会社が必要と認めるときは、就業の一定期間禁止又は制限、就業場所の変更、作業の転換、労働時間の短縮、深夜労働回数の減少等健康保健上必要な措置を命ずることがある。
1. 会社は、第1項の定期健康診断及び第5項の再検査以外にも、正社員に対し健康診断の受診ないし会社の指定する医師への受診及びその結果を報告することを命ずることがある。なお、その場合には前項の規定を準用する。
1. 健康診断の業務に従事した正社員は、その業務上知り得た他の正社員の秘密を漏らしてはならない。

就業制限等
1. 会社は、次の各号に該当する正社員、及び医師が就業が不適当であると認めた正社員については就業を禁止する。
①　病毒伝ぱのおそれのある伝染性の疾病にかかった者（新型インフルエンザ及びその疑いを含む）
②　心臓、腎臓、肺等の疾病で労働のため病勢が著しく憎悪するおそれのある疾病にかかった者
③　前各号に準ずる疾病で厚生労働大臣が定める疾病にかかった者
④　前各号の他、感染症法等の法令に定める疾病にかかった者
1. 前項の規定にかかわらず、会社は正社員の心身の状況が業務に適しないと判断した場合、その就業を禁止することがある。
1. 第1項及び第2項の就業の禁止の間は無給とする。
1. 就業を禁止された正社員が就業をしようとする場合には、医師の診断書を会社に届け出てその承認を受けなければならない。
1. 正社員は、伝染性の疾病（新型インフルエンザ及びその疑いを含む）に感染した場合、又は疑いがある場合、直ちに会社に報告しなければならない。
1. 正社員は、同居の家族、同居人若しくは近隣に他人に感染するおそれのある伝染病が発生し、又はその感染の疑いのある場合には、直ちに会社に届け出て必要な指示を受けなければならない。この場合、必要な措置が講じられるまで出勤を停止することがある。

災害補償等
1. 正社員が業務災害を被ったときは、労働基準法の定めるところによりその療養費等に必要な給付を受けることができる。
但し、前項の規定にかかわらず、労働者災害補償保険法の定めによる各種補償を受けた場合はこの限りではない。

教育訓練
1. 会社は、正社員の職務能力、技能の開発及び向上のために必要と認める場合は、教育訓練を行う。
正社員は、前項の教育訓練の指示には、正当な理由なくこれを拒んではならない。




（附　　則）
1. 本規則は、平成　　　年　　　月　　日から施行する。
本規則には、次の規程が付属する。	Comment by 加藤智則: 休職制度を設けるなら、
●休職規程
と追記。
賃金規程
有期雇用従業員就業規則
無期雇用従業員就業規則
育児・介護休業等に関する規程


